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国⽴研究開発法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構

⾼速炉・新型炉研究開発部⾨
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⾼速炉サイクルの意義

⇒ 有限資源の有効利⽤・持続性の確保
エネルギーセキュリティの強化

軽⽔炉に⽐べ数⼗倍以上のウラン資源の有効利⽤が可能

運転時にCO2を排出しない
マイナーアクチノイド（ＭＡ）を核燃料としてリサイクルすることにより、放射性

廃棄物の量を減らし（処分場削減規模1/7-1/10)、有害度が減衰するまで
の期間を⼤幅に短縮（10万年⇒300年）することが可能

エネルギー事情に応じ、プルトニウムの⽣成／燃焼が可能

ベースロード電源としての利⽤に加え、蓄熱技術との組み合わせにより電気出⼒
を調整可能し、太陽光や⾵⼒等、出⼒変動再エネを補完

⇒ 環境への負荷を低減

⇒ CO２排出せずに変動再エネと共存

⇒ ⾼い安全性

⾼い⾃然循環能⼒を有し、空気との熱交換が可能なことから、電源が
喪失しても⻑期に安定した崩壊熱除去が可能
（⾼速実験炉「常陽」で実証済み）

グリーン成⻑戦略で求められるイノベーションの実現

燃料のリサイクル（ウラン資源輸⼊不要）と技術
⾃給（国産）により、海外情勢に左右されない
安定エネルギーを確保

⾼速中性⼦を⽤いた医療⽤RIの製造によりがん治療などに活⽤
⇒ 国⺠福祉向上への貢献

発電⽤⾼速炉利⽤型核変換システム
（⽂部科学省原⼦⼒研究開発・基盤・⼈材作業部会第１０回資料より引⽤）

燃料製造プロセス

MA:マイナーアクチノイド
FP︓核分裂⽣成物

廃棄物
処分

分離プロセス
（再処理施設）

商⽤発電
⾼速炉サイクル

使⽤済燃料

MA含有燃料

核変換プロセス
発電⽤⾼速炉

発電 核変換

Pu,MA FP

電源を必要としない⾃然循環による炉⼼冷却
（⾼速実験炉「常陽」で実証済み）

⼤気

冷却器を⾼所
に置き、流体
の密度差だけ
で循環、⼤気
中に熱を放出
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原⼦⼒に関する⽇本の政策

グリーン成⻑戦略（原⼦⼒に関連する記載）

⇒ ⾼速炉、⾼温ガス炉、⼩型炉(SMR）に関する2050年までの成⻑戦略⼯程の提⽰
（⾼速炉は2018年に原⼦⼒関係閣僚会議にて決定された「戦略ロードマップ」に基づく開発）

⇒ 「常陽」においては、世界的にも希少な医療⽤放射性同位体を、⼤量製造することが可能
「常陽」の再稼働を進めていくことで、先進的ながん治療等への貢献期待

第6次エネルギー基本計画（原⼦⼒・⾰新炉に関連する記載）

⇒ ⾼速炉は「戦略ロードマップ」に基づき研究開発に取り組む

原⼦⼒は⼤量かつ安定的にカーボンフリーの電⼒を供給可能、技術⾃給率も⾼い
更なるイノベーションにより、安全性・信頼性・効率性の⼀層の向上、放射性廃棄物の有害度低減・

減容化、資源の有効利⽤による資源循環性の向上を達成
再⽣可能エネルギーとの共存、⽔素製造や熱利⽤といった多様な社会的要請に応えることも可能

2050年カーボンニュートラル実現に向けて:
 電⼒部⾨は、再エネや原⼦⼒などの実⽤段階にある脱炭素電源を活⽤
 原⼦⼒は、安全性の確保を⼤前提に、必要な規模を持続的に活⽤

2030年に向けて（原⼦⼒）:
 研究開発の推進

国際連携を活⽤した⾼速炉開発の着実な推進、⼩型モジュール炉技術の国際連携
による実証、⾼温ガス炉における⽔素製造に係る要素技術確⽴等を推進
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⾰新炉に関する最近の国内動向(1)

⾼速炉開発会議 戦略ワーキンググループ（経済産業省）
 戦略ロードマップ（2018年12⽉策定）に基づき、2024 年以降の⾼速炉開発の在り⽅を検討
 外部有識者の技術評価を踏まえ、 戦略ロードマップの改訂に向けて議論

 原⼦⼒の新たな社会的価値を再定義し、我が国の炉型開発に係る道筋を⽰す議論を実施
 ⾰新炉（⾼温ガス炉、⾼速炉等）開発の技術ロードマップ（⾻⼦案）中間取りまとめ（2022年7⽉末）

原⼦⼒⼩委員会 ⾰新炉ワーキンググループ（経済産業省）

⾼速炉開発会議(2022年12⽉22⽇),原⼦⼒関係閣僚会議で決定(2022年12⽉23⽇)
 ⾼速炉開発の「戦略ロードマップ」の改訂
 ⾼速炉開発の意義・位置づけを確認
 専⾨家により、ナトリウム冷却⾼速炉が最有望と評価
 今後の開発計画を設定

 2023年夏 ︓炉概念の仕様と中核企業を選定
 2024〜2028年度 ︓実証炉の概念設計、研究開発
 2028年頃 ︓実証炉の基本設計・許認可フェーズへの移⾏判断

 原⼦⼒の開発・利⽤の基本原則と、各課題への対応の⽅向性と⾏動指針を提⽰
 今後の原⼦⼒政策の⽅向性と⾏動指針を原⼦⼒関係閣僚会議にて決定（2023年4⽉28⽇）

原⼦⼒⼩委員会
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⾰新炉に関する最近の国内動向(2)

 第５回会議(2022年12⽉22⽇）
「GX実現に向けた基本⽅針 〜今後10年を⾒据えたロードマップ〜」の取りまとめ
 原⼦⼒はエネルギー安全保障に寄与し脱炭素効果の⾼い電源、最⼤限活⽤
 2030年度電源⽐率20〜22％の確実な達成に向け、安全最優先で再稼働を進める
 次世代⾰新炉の開発・建設は、廃⽌を決定した炉の建て替えを対象に具体化を進める

閣議決定（2023年2⽉10⽇）

GX（グリーントランスフォーメーション）実⾏会議（内閣官房）

 原⼦⼒利⽤に関する基本的考え⽅（2023年2⽉20⽇改訂）
 我が国の原⼦⼒政策の今後の⻑期的な⽅向性及び中期的な重要事項を⽰す

原⼦⼒委員会（内閣府）

 GX（グリーントランスフォーメーション）実⾏会議（2022年8⽉）での岸⽥総理の指⽰を踏まえ、次
世代⾰新炉の開発・建設に向けて、今後10年以内に⾏うべき基盤整備を議論。提⾔とりまとめ
(2023年3⽉）

次世代⾰新炉の開発に必要な研究開発基盤の整備に関する検討会（⽂部科学省）
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導⼊に向けた技術ロードマップ(⾼速炉)＊

概念設計
ﾌｪｰｽﾞ1/ﾌｪｰｽﾞ2 建設・試験(※)最適化設計・基本設計 詳細設計

(※)炉の建設・運転
【実証炉】

研究開発
（R&D）

燃料製造施設
の建設・運転

規格・基準類の整備

⼤型試験施設による機器・系統の技術実証

燃料・材料の照射データ取得
(含む、許認可⽤)

・機器、システムの成⽴性の
確認

・建設コストの算定
・基本仕様の設定

・技術仕様の設定
・プラント設計、システム設計
・荷重条件の設定、安全評

価等

・構造、形
状⼨法、
レイアウト
等の設定

・照射施設が必要
（e.g.⽶軽⽔炉試験炉ATR、⾼速実験炉常陽）

・冷却材機器開発試験施設が必要
（e.g. ナトリウムループAtheNa）

・機器の性能データ取得のための各種要素試験が必要

機器単体、システムの成
⽴性の実証・確認

運転性などのシステム
性能の実証・確認

安全審査

2020年 2030年 2040年 2050年

制度設計
規制対策準備

運転(※)

燃料検討
▽

概
念
設
計

建設・試験(※)
基
本
設
計

詳細
設計(※) 運転（※）

燃料供給

製作
設計
(※)

概念検討

事業許可
申請 設⼯認

※事業者の⽴地・事業
計画により変動あり。

制度設計
規制対策準備

＊第4回 総合資源エネルギー調査会 電⼒・ガス事業分科会 原⼦⼒⼩委員会 ⾰新炉ワーキンググループ 2022年7⽉29⽇開催より引⽤
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ガン治療への貢献 －医療⽤放射性同位体の製造－

 7つの医学会から要望書提出（2020.8:⽂科⼤⾂, 2021.7:⽂科・厚労・経産・内閣府特命担当
各⼤⾂、原⼦⼒規制委員⻑ 宛）

 複数がん患者会関連団体 (2020.8:⽂科⼤⾂宛）、
全がん連(2021.5︓⽂科・厚労⼤⾂、公明党議員 宛）から要望書提出

 参議院・決算/予算委員会にて医療⽤RI製造取組み強化質疑(2021.5、2022.3)
 カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略に「常陽」への期待記載(2021.6)
 医療⽤等ラジオアイソトープ製造・利⽤推進アクションプランを原⼦⼒委員会で決定（2022.5）

原⼦炉を利⽤した医療⽤の放射性同位体（RI）の製造が期待されている
「常陽」での医療⽤の放射性同位体（RI）の製造のメリット

コスト（円/μg）製造量（μg）

1,0003,900原子炉（JRR‐３） ※年間当たり

33,00042加速器 ※1照射当たり

医療⽤RI国産化への期待（JAEA試験研究炉の活⽤）

①希少なRIの製造︓エネルギーの⾼い中性⼦でしか作れない希少なRI
例︓ガン治療に有効なアクニチウム（Ac-225）の製造が可能

（Ac-225:半減期 10⽇、4回アルファ崩壊）
（⾼速中性⼦による「弾き出し反応」により製造）

②⼤量⽣産︓中性⼦の量が⾼く、⼤量のRIを安価に製造可能
原⼦炉と加速器でのモリブデン（Mo-99）の製造量・コスト⾯⽐較



医療⽤等ラジオアイソトープ製造・利⽤推進アクションプラン

☛

☛
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